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大気汚染防止法（抄） 
（昭和４３年法律第９７号） 

（改正：平成１６年法律第５６号） 

（傍線部分は改正部分） 

 

目次 

 第一章 （略） 

  第二章 ばい煙の排出の規制等（第三条―第十七条） 

 第二章の二 揮発性有機化合物の排出の規制等（第十七条の二―第十七条の十四）

 第二章の三 粉じんに関する規制（第十八条―第十八条の十九）

 第二章の四 有害大気汚染物質対策の推進（第十八条の二十―第十八条の二十四）

 第三章～第六章・附則 （略） 

 

 

   第一章 総則 

 

 （目的） 

第一条 この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建築物の解体等に伴うばい煙、揮

発性有機化合物及び粉じんの排出等を規制し、有害大気汚染物質対策の実施を推進し、並びに

自動車排出ガスに係る許容限度を定めること等により、大気の汚染に関し、国民の健康を保護

するとともに生活環境を保全し、並びに大気の汚染に関して人の健康に係る被害が生じた場合

における事業者の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的

とする。 

 （定義等）

第二条 （略） 

２・３ （略） 

４ この法律において「揮発性有機化合物」とは、大気中に排出され、又は飛散した時に気体で

ある有機化合物（浮遊粒子状物質及びオキシダントの生成の原因とならない物質として政令で定

める物質を除く。）をいう。 

５ この法律において「揮発性有機化合物排出施設」とは、工場又は事業場に設置される施設で

揮発性有機化合物を排出するもののうち、その施設から排出される揮発性有機化合物が大気の汚

染の原因となるものであつて、揮発性有機化合物の排出量が多いためにその規制を行うことが特

に必要なものとして政令で定めるものをいう。

６ 前項の政令は、事業者が自主的に行う揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組

が促進されるよう十分配慮して定めるものとする。 

７ この法律において「排出口」とは、ばい煙発生施設において発生するばい煙又は揮発性有機

化合物排出施設に係る揮発性有機化合物を大気中に排出するために設けられた煙突その他の施設

の開口部をいう。 

８～14 （略） 

 

   第二章 ばい煙の排出の規制等 

 

 （排出基準） 

第三条 ばい煙に係る排出基準は、ばい煙発生施設において発生するばい煙について、環境省令

で定める。 

２ （略） 

  一 いおう酸化物に係るばい煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出されるいお

う酸化物の量について、政令で定める地域の区分ごとに排出口の高さ（環境省令で定める方

法により補正を加えたものをいう。以下同じ。）に応じて定める許容限度 

 二～五 （略） 
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３～５ （略） 

第四条～第八条 （略） 

 

 （計画変更命令等） 

第九条 都道府県知事は、第六条第一項又は前条第一項の規定による届出があつた場合において、

その届出に係るばい煙発生施設に係るばい煙量又はばい煙濃度がそのばい煙発生施設に係る排

出基準（第三条第一項の排出基準（同条第三項又は第四条第一項の規定により排出基準が定め

られた場合にあつては、その排出基準を含む。）をいう。以下この章において「排出基準」とい

う。）に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から六十日以内に限り、その届出を

した者に対し、その届出に係るばい煙発生施設の構造若しくは使用の方法若しくはばい煙の処

理の方法に関する計画の変更（前条第一項の規定による届出に係る計画の廃止を含む。）又は第

六条第一項の規定による届出に係るばい煙発生施設の設置に関する計画の廃止を命ずることが

できる。 

第九条の二～第十二条 （略） 

 （ばい煙の排出の制限） 

第十三条 ばい煙発生施設において発生するばい煙を大気中に排出する者（以下「ばい煙排出者」

という。）は、そのばい煙量又はばい煙濃度が当該ばい煙発生施設の排出口において排出基準に

適合しないばい煙を排出してはならない。  

２  前項の規定は、一の施設がばい煙発生施設となつた際現にその施設を設置している者（設置

の工事をしている者を含む。）の当該施設において発生し、大気中に排出されるばい煙について

は、当該施設がばい煙発生施設となつた日から六月間（当該施設が政令で定める施設である場

合にあつては、一年間）は、適用しない。ただし、その者に適用されている地方公共団体の条

例の規定で前項の規定に相当するものがあるとき（当該規定の違反行為に対する処罰規定がな

いときを除く。）は、この限りでない。 

第十三条の二～第十七条 （略） 

 

   第二章の二 揮発性有機化合物の排出の規制等

 

 （施策等の実施の指針）

第十七条の二 揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制に関する施策その他の措置は、この章に

規定する揮発性有機化合物の排出の規制と事業者が自主的に行う揮発性有機化合物の排出及び飛

散の抑制のための取組とを適切に組み合わせて、効果的な揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑

制を図ることを旨として、実施されなければならない。 

 （排出基準） 

第十七条の三 揮発性有機化合物に係る排出基準は、揮発性有機化合物排出施設の排出口から大

気中に排出される排出物に含まれる揮発性有機化合物の量（以下「揮発性有機化合物濃度」とい

う。）について、施設の種類及び規模ごとの許容限度として、環境省令で定める。

  （揮発性有機化合物排出施設の設置の届出）

第十七条の四 揮発性有機化合物を大気中に排出する者は、揮発性有機化合物排出施設を設置し

ようとするときは、環境省令で定めるところにより、次の事項を都道府県知事に届け出なければ

ならない。

  一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

 二 工場又は事業場の名称及び所在地

  三 揮発性有機化合物排出施設の種類

  四 揮発性有機化合物排出施設の構造

  五 揮発性有機化合物排出施設の使用の方法

  六 揮発性有機化合物の処理の方法

２ 前項の規定による届出には、揮発性有機化合物濃度及び揮発性有機化合物の排出の方法その

他の環境省令で定める事項を記載した書類を添付しなければならない。

 （経過措置）

第十七条の五 一の施設が揮発性有機化合物排出施設となつた際現にその施設を設置している者
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（設置の工事をしている者を含む。）であつて揮発性有機化合物を大気中に排出するものは、当該

施設が揮発性有機化合物排出施設となつた日から三十日以内に、環境省令で定めるところにより、

前条第一項各号に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならない。

２ 前条第二項の規定は、前項の規定による届出について準用する。

 （揮発性有機化合物排出施設の構造等の変更の届出）

第十七条の六 第十七条の四第一項又は前条第一項の規定による届出をした者は、その届出に係

る第十七条の四第一項第四号から第六号までに掲げる事項の変更をしようとするときは、環境省

令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

２ 第十七条の四第二項の規定は、前項の規定による届出について準用する。

 （計画変更命令等）

第十七条の七 都道府県知事は、第十七条の四第一項又は前条第一項の規定による届出があつた

場合において、その届出に係る揮発性有機化合物排出施設に係る揮発性有機化合物濃度がその揮

発性有機化合物排出施設に係る排出基準（第十七条の三の排出基準をいう。以下この章において

「排出基準」という。）に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から六十日以内に限

り、その届出をした者に対し、その届出に係る揮発性有機化合物排出施設の構造若しくは使用の

方法若しくは揮発性有機化合物の処理の方法に関する計画の変更（前条第一項の規定による届出

に係る計画の廃止を含む。）又は第十七条の四第一項の規定による届出に係る揮発性有機化合物排

出施設の設置に関する計画の廃止を命ずることができる。

 （実施の制限）

第十七条の八 第十七条の四第一項の規定による届出をした者又は第十七条の六第一項の規定に

よる届出をした者は、その届出が受理された日から六十日を経過した後でなければ、それぞれ、

その届出に係る揮発性有機化合物排出施設を設置し、又はその届出に係る揮発性有機化合物排出

施設の構造若しくは使用の方法若しくは揮発性有機化合物の処理の方法の変更をしてはならない。

 （排出基準の遵守義務）

第十七条の九 揮発性有機化合物排出施設から揮発性有機化合物を大気中に排出する者（以下「揮

発性有機化合物排出者」という。）は、その揮発性有機化合物排出施設に係る排出基準を遵守しな

ければならない。

 （改善命令等）

第十七条の十 都道府県知事は、揮発性有機化合物排出者が排出する揮発性有機化合物の排出口

における揮発性有機化合物濃度が排出基準に適合しないと認めるときは、当該揮発性有機化合物

排出者に対し、期限を定めて当該揮発性有機化合物排出施設の構造若しくは使用の方法若しくは

当該揮発性有機化合物排出施設に係る揮発性有機

化合物の処理の方法の改善を命じ、又は当該揮発性有機化合物排出施設の使用の一時停止を命ず

ることができる。 

（揮発性有機化合物濃度の測定） 

第十七条の十一 揮発性有機化合物排出者は、環境省令で定めるところにより、当該揮発性有機

化合物排出施設に係る揮発性有機化合物濃度を測定し、その結果を記録しておかなければならな

い。

 （準用）

第十七条の十二 第十条第二項の規定は、第十七条の八の規定による実施の制限について準用す

る。

２ 第十一条及び第十二条の規定は、第十七条の四第一項又は第十七条の五第一項の規定による

届出をした者について準用する。

３ 第十三条第二項の規定は、第十七条の十の規定による命令について準用する。

 （事業者の責務）

第十七条の十三 事業者は、その事業活動に伴う揮発性有機化合物の大気中への排出又は飛散の

状況を把握するとともに、当該排出又は飛散を抑制するために必要な措置を講ずるようにしなけ

ればならない。

 （国民の努力） 

第十七条の十四 何人も、その日常生活に伴う揮発性有機化合物の大気中への排出又は飛散を抑

制するように努めるとともに、製品の購入に当たつて揮発性有機化合物の使用量の少ない製品を
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選択すること等により揮発性有機化合物の排出又は飛散の抑制を促進するよう努めなければなら

ない。 

 

   第二章の三 粉じんに関する規制 

 

第十八条～第十八条の十九 （略） 

 

   第二章の四 有害大気汚染物質対策の推進 

 

第十八条の二十～第十八条の二十四 （略） 

 

第三章 （略） 

 

   第四章 大気の汚染の状況の監視等 

 

第二十二条 （略） 

 （緊急時の措置） 

第二十三条 都道府県知事は、大気の汚染が著しくなり、人の健康又は生活環境に係る被害が生

ずるおそれがある場合として政令で定める場合に該当する事態が発生したときは、その事態を

一般に周知させるとともに、ばい煙を排出する者、揮発性有機化合物を排出し、若しくは飛散

させる者又は自動車の使用者若しくは運転者であつて、当該大気の汚染をさらに著しくするお

それがあると認められるものに対し、ばい煙の排出量若しくは揮発性有機化合物の排出量若し

くは飛散の量の減少又は自動車の運行の自主的制限について協力を求めなければならない。 

２ 都道府県知事は、気象状況の影響により大気の汚染が急激に著しくなり、人の健康又は生活

環境に重大な被害が生ずる場合として政令で定める場合に該当する事態が発生したときは、当

該事態がばい煙又は揮発性有機化合物に起因する場合にあつては、環境省令で定めるところに

より、ばい煙排出者又は揮発性有機化合物排出者に対し、ばい煙量若しくはばい煙濃度又は揮

発性有機化合物濃度の減少、ばい煙発生施設又は揮発性有機化合物排出施設の使用の制限その

他必要な措置をとるべきことを命じ、当該事態が自動車排出ガスに起因する場合にあつては、

都道府県公安委員会に対し、道路交通法の規定による措置をとるべきことを要請するものとす

る。 

第二十四条 （略） 

 

      第四章の二 （略） 

 

   第五章 雑則 

 

 （報告及び検査） 

第二十六条 環境大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、政令で定め

るところにより、ばい煙発生施設を設置している者、特定施設を工場若しくは事業場に設置し

ている者、揮発性有機化合物排出施設を設置している者、一般粉じん発生施設を設置している

者、特定粉じん排出者若しくは特定工事を施工する者に対し、ばい煙発生施設の状況、特定施

設の事故の状況、揮発性有機化合物排出施設の状況、一般粉じん発生施設の状況、特定粉じん

発生施設の状況、特定粉じん排出等作業の状況その他必要な事項の報告を求め、又はその職員

に、ばい煙発生施設を設置している者、特定施設を工場若しくは事業場に設置している者、揮

発性有機化合物排出施設を設置している者、一般粉じん発生施設を設置している者若しくは特

定粉じん排出者の工場若しくは事業場若しくは特定工事の場所に立ち入り、ばい煙発生施設、

ばい煙処理施設、特定施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発

生施設、特定工事に係る建築物その他の物件を検査させることができる。 

２～４ （略） 

 （適用除外等） 
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第二十七条 （略） 

２ 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第十六号に規定する電気工作物、

ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第二条第十三項に規定するガス工作物又は鉱山保

安法（昭和二十四年法律第七十号）第十三条第一項の経済産業省令で定める施設であるばい煙

発生施設、特定施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発生施設又は特定粉じん発生施

設（以下「ばい煙発生施設等」という。）において発生し、又は飛散するばい煙、特定物質、揮

発性有機化合物、一般粉じん又は特定粉じん（以下「ばい煙等」という。）を排出し、又は飛散

させる者については、第六条から第十条まで（同条第二項にあつては、第十七条の十二第一項

又は第十八条の十三第一項において準用する場合を含む。）、第十一条及び第十二条（これらの

規定を第十七条の十二第二項又は第十八条の十三第二項において準用する場合を含む。）、第十

七条第二項及び第三項、第十七条の四から第十七条の八まで、第十八条、第十八条の二並びに

第十八条の六から第十八条の九までの規定を適用せず、電気事業法、ガス事業法又は鉱山保安

法の相当規定の定めるところによる。 

３ 前項に規定する法律に基づく権限を有する国の行政機関の長（以下この条において単に「行

政機関の長」という。）は、第六条、第八条、第十一条若しくは第十二条第三項（これらの規定

を第十七条の十二第二項又は第十八条の十三第二項において準用する場合を含む。）、第十七条

の四、第十七条の六、第十八条又は第十八条の六の規定に相当する電気事業法、ガス事業法又

は鉱山保安法の規定による前項に規定するばい煙発生施設等に係る許可若しくは認可の申請又

は届出があつたときは、その許可若しくは認可の申請又は届出に係る事項のうちこれらの規定

による届出事項に該当する事項を当該ばい煙発生施設等の所在地を管轄する都道府県知事に通

知するものとする。 

４ 都道府県知事は、第二項に規定するばい煙発生施設等において発生し、又は飛散するばい煙

等に起因する大気の汚染により人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあると認め

るときは、行政機関の長に対し、第九条、第九条の二、第十七条の七又は第十八条の八の規定

に相当する電気事業法、ガス事業法又は鉱山保安法の規定による措置を執るべきことを要請す

ることができる。 

５ （略） 

６ 都道府県知事は、第二項に規定するばい煙発生施設等について、第十四条第一項若しくは第

三項、第十七条の十、第十八条の四又は第十八条の十一の規定による命令をしようとするとき

は、あらかじめ、行政機関の長に協議しなければならない。 

 （資料の提出の要求等） 

第二十八条 （略） 

２ 都道府県知事は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係行政機関

の長又は関係地方公共団体の長に対し、ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉

じん発生施設、特定粉じん発生施設若しくは特定粉じん排出等作業の状況等に関する資料の送

付その他の協力を求め、又はばい煙、揮発性有機化合物若しくは粉じんによる大気の汚染の防

止に関し意見を述べることができる。 

 （環境大臣の指示） 

第二十八条の二 環境大臣は、大気の汚染により人の健康に係る被害が生ずることを防止するた

め緊急の必要があると認めるときは、都道府県知事又は第三十一条第一項の政令で定める市（特

別区を含む。）の長に対し、次に掲げる事務に関し必要な指示をすることができる。 

 一 第九条、第九条の二、第十四条第一項及び第三項、第十五条第二項、第十五条の二第二項、

第十七条第三項、第十七条の七、第十七条の十、第十八条の四、第十八条の八、第十八条の

十一、第十八条の十六、第十八条の十八並びに第二十三条第二項の規定による命令に関する

事務 

 二・三 （略） 

 四 第二十一条第三項の規定による意見を述べることに関する事務 

  五・六 （略） 

 （国の援助） 

第二十九条 国は、工場若しくは事業場における事業活動又は建築物の解体等に伴うばい煙、揮

発性有機化合物又は特定粉じんの排出等による大気の汚染の防止のための施設の設置又は改善
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につき必要な資金のあつせん、技術的な助言その他の援助に努めるものとする。 

 （研究の推進等） 

第三十条 国は、ばい煙、特定物質、揮発性有機化合物及び自動車排出ガスの処理に関する技術

の研究、大気の汚染の人の健康又は生活環境に及ぼす影響の研究その他大気の汚染の防止に関

する研究を推進し、その成果の普及に努めるものとする。 

第三十条の二～第三十一条の二 （略） 

（条例との関係） 

第三十二条 この法律の規定は、地方公共団体が、ばい煙発生施設に ついて、そのばい煙発生

施設において発生するばい煙以外の物質の 大気中への排出に関し、ばい煙発生施設以外のば

い煙を発生し、及 び排出する施設について、その施設において発生するばい煙の大気 中へ

の排出に関し、揮発性有機化合物排出施設について、その揮発 性有機化合物排出施設に係る

揮発性有機化合物以外の物質の大気中への排出に関し、揮発性有機化合物排出施設以外の揮発

性有機化合物を排出する施設について、その施設に係る揮発性有機化合物の大気中への排出に

関し、一般粉じん発生施設以外の一般粉じんを発生し、及び排出し、又は飛散させる施設につ

いて、その施設において発生し、又は飛散する一般粉じんの大気中への排出又は飛散に関し、

特定粉じん発生施設について、その特定粉じん発生施設において発生し、又は飛散する特定粉

じん以外の物質の大気中への排出又は飛散に関し、特定粉じん発生施設以外の特定粉じんを発

生し、及び排出し、又は飛散させる施設について、その施設において発生し、又は飛散する特

定粉じんの大気中への排出又は飛散に関し、並びに特定粉じん排出等作業について、その作業

に伴い発生し、又は飛散する特定粉じん以外の物質の大気中への排出又は飛散に関し、特定 粉

じん排出等作業以外の建築物を解体し、改造し、又は補修する作業について、その作業に伴い

発生し、又は飛散する特定粉じんの大気中への排出又は飛散に関し、条例で必要な規制を定め

ることを妨げるものではない。 

 

第六章 罰則 

 

第三十三条 第九条、第九条の二、第十四条第一項若しくは第三項、第十七条の七、第十七条の

十、第十八条の八又は第十八条の十一の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は

百万円以下の罰金に処する。 

第三十三条の二 （略） 

第三十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、三月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処

する。 

 一 第六条第一項、第八条第一項、第十七条の四第一項、第十七条の六第一項、第十八条の六

第一項若しくは第三項又は第十八条の十五第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をした者 

 二 （略） 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。 

 一 第七条第一項、第十七条の五第一項、第十八条第一項若しくは第三項、第十八条の二第一

項又は第十八条の七第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 二 第十条第一項、第十七条の八又は第十八条の九の規定に違反した者 

 三 （略） 

第三十六条 （略） 

第三十七条 第十一条若しくは第十二条第三項（これらの規定を第十七条の十二第二項又は第十

八条の十三第二項において準用する場合を含む。）又は第十八条の十五第二項の規定による届出

をせず、又は虚偽の届出をした者は、十万円以下の過料に処する。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、第二十八条の二第四号の改正規定は、公布の日から施行する。 
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 （検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。 
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